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一般会計等 

【 貸借対照表 】 

 

令和5年度末の負債は108億円、純資産は634億円であり、将来返済する必要のない財源で 

ある純資産の方が多いですが、前年度末から14億円減少しています。これは、純資産変動計 

算書について記載の通り、コスト＞財源となったことによるものです。 

負債（地方債などの他人からの資金調達）と純資産（コストをまかなった後の余剰の自己

資金）として集めた資金の多くを固定資産に投資しています（資産756億円のうち固定資産

が734億円）。令和5年度は、固定資産の老朽化（減価償却）が進んだことから結果、前年度

と比較し固定資産は19億円の減少となっています。 

なお、固定資産734億円は主に土地・建物などの有形固定資産であり、流動資産22億円は 

主に財政調整基金と現金預金ですが、基金の積立、取崩が増減したことから、1億円減少

し ています。 

固定資産と固定負債を比較すると、固定資産734億円に対して固定負債は108億円、流動資 

産と流動負債を比較すると、流動資産22億円に対して流動負債は14億円となっています。

特に流動資産（すぐに使えるお金など）は流動負債（すぐに返す借金など）を上回ってい

る方が短期的な財務の安全性は高く、本町では上回っている状況ですが、その上回ってい

ついては2億円減少しており、安全性は、やや落ちつつあります。 

 

 

  

令和５年度 

資産 

756億円 
固定  734億円 

流動   22億円 

負債 

122億円 
固定  108億円 

流動   14億円 

純資産 

634億円 

 

令和４年度 

資産 

776億円 
固定  753億円 

流動   23億円 

 

令和４年度 

負債 

127億円 
固定  114億円 

流動   13億円 

純資産 

648億円 

 

2



 

一般会計等 

 【 行政コスト計算書 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

令和5年度の純行政コストは91億円で、前年度から4億円増加しています。 

前年度と比較し、職員給与費の増加等により人件費が2億円増加し、業務費用が2億円増

加しました。また、移転費用も1億円増加しました。純行政コストは前年度（87億円から

91億円で4億円の増加）と比較し4億円の増加となっています。 

経常費用95億円のうち23億円が減価償却費となっています。また、減価償却費23億円＞

令和5年度の投資額（資金収支計算書のうち投資活動支出（公共施設等整備費支出）2億円

となっていることから、固定資産の老朽化（減価償却）が急速に進んでいることがわかり

ます。 

 

  

令和5年度 

経常費用 
95億円 

 
業務費用  63億円 

うち減価償却費 

    23億円 

移転費用 32億円 

（－）経常収益 
4億円 

臨時損失 
0億円 

（－）臨時利益 
0億円 

 

令和4年度 

経常費用 
91億円 

 
業務費用 60億円 

うち減価償却費 

    24億円 

移転費用 32億円 

（－）経常収益 
4億円 

臨時損失 
0億円 

（－）臨時利益 
0億円 

 

純行政 
コスト 

87億円 

純行政 
コスト 

91億円 
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一般会計等 

【 純資産変動計算書 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純行政コスト△91億円に対し、税収等、国県等補助金の財源が77億円で、コストをまかな

いきれなかった結果、本年度差額はマイナスとなっています。 

純行政コストには減価償却費など「お金の支払は以前に済んでいる（または後で払う）

が、実質的にその年度でも負担している費用」が含まれるため、本年度差額がマイナス＝

現金が減るということではありませんが、中長期的には本年度差額≒現金収支ですので、

マイナスが続くと現金も減っていきます。 

この結果、令和4年度末から純資産が14億円減少し、令和5年度末は634億円となっていま

す。 

 

また、令和5年度末の純資産の内訳を見ると、「固定資産等形成分」が753億円、「余剰分

（不足分）」が△119億円となっています。 

これは、将来の住民に引き継がれる純資産のうち、固定資産等の形態で運用している部分

と、現金又は現金に近い資産の形態で運用している部分とを区分して表しています。 

「余剰分（不足分）」がマイナスということは、地方債発行による資産形成などのため、

その分だけ負担を将来の住民に残していることを表します。 

通常、地方公共団体では、世代間の負担の公平のため、投資をする際に地方債を発行し、

後年度に償還するためマイナスになりますが、マイナス幅が広がると将来世代の負担が増

えることになるため、世代間のバランスをとることが重要です。 

  

令和5年度 

純 資 産 

634億円 
 

固定資産等形成分 

753億円 

余剰分（不足分） 

△119億円 

 

令和4年度 

純 資 産 

648億円 
 

固定資産等形成分 

773億円 

余剰分（不足分） 

△124億円 

 

純行政コスト 
△91億円 

 
財 源 
77億円 

 
無償所管換等他 

0億円 
 

本年度差額 
△14億円 
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一般会計等 

 【 資金収支計算書 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和5年度の業務活動収支は＋11.2億円であり、通常の行政サービスについてはまかなえ

たことを表しています。 

投資活動収支は△2.9億円で、主に基金積立金支出です。 

財務活動収支は△8.6億円で、地方債の発行収入と償還支出の差額です。 

この結果、本年度の資金残高は2.0億円となっています。これに歳計外現金の残高を加え

ると、本年度末の貸借対照表の現金預金残高と一致します。 

 

また、業務活動収支＋投資活動収支（＝フリーキャッシュフロー）＞０となっています。

つまり、通常の行政サービスで生じた余剰資金以下の投資を行ったため、地方債の発行額が

償還額を下回ったため、前年度末から資金残高が減少したことがわかります。 

このように、資金の動きを３つの活動に区分することで、資金の増減がどのような活動に

よるものかが、より見えるようになります。 

  

令和5年度 

業務活動収支 
＋11.2億円 

 投資活動収支 
△2.9億円 

財務活動収支 
△8.6億円 

 

令和4年度 

業務活動収支 
＋13.5億円 

投資活動収支 
△6.8億円 

財務活動収支 
△6.3億円 

 

年度末資金残高 2.3億円 
 

（対前年度末 +0.3億円） 

年度末資金残高 2.0億円 
 

（対前年度末 △0.3億円） 
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分析指標（一般会計等財務書類） 

 

１．資産形成度（将来世代に残る資産はどのくらいあるか） 

 

（１）住民一人当たり資産額（千円/人） 

算 式 令和 4年度 令和 5年度 

資産合計÷住民基本台帳人口（1/1 現在） (10,767 人)  (10,559 人)  

資産合計 7,349.6 7,561.5 

有形・無形固定資産合計 6,345.5 6,499.9 

投資等・流動資産合計 1,004.0 1,061.7 

 

 

 

 

 

 

（２）歳入額対資産比率（年） 

算 式 令和 4年度 令和 5年度 

資産合計÷歳入総額         8.61 8.36 

 

 

（３）有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）（％） 

算 式 令和 4年度 令和 5年度 

減価償却累計額÷償却資産取得価額合計  45.2 47.2 

 

 

 

 

・将来世代に残る資産がどのくらいあるかを示す。 

・資産額の増加は、行政サービスに用いることができる資産形成が進んだと見ることが

できる一方、資産額の減少は、資産圧縮に取り組んだ結果なのか、老朽化によるもの

かを把握することが必要。 

・さらに、①住民サービスを提供するために保有し将来世代に引き継ぐ資産である「有

形・無形固定資産」と、②将来、債務返済や行政サービスに使用することが可能な資

産である「投資その他の資産、流動資産」に区分して分析することも有用。 

・ただし、他団体との比較においては地理的条件の違いなどに留意する必要がある。 

 

・当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成され

たストックとしての資産が歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを示

す。 

・償却資産に占める減価償却累計額の割合。 

・耐用年数に対してどの程度期間が経過しているかを示す。 

・行政目的別や施設別に比率を算定することにより、償却が進んでいる行政分野や施設

についてより詳細な把握が可能となり、公共施設マネジメントにおける老朽化対策の

検討の情報として活用することも可能である。 
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２．世代間公平性（将来世代と過去及び現世代との負担の分担は適切か） 

 

（１）純資産比率（％） 

算 式 令和 4年度 令和 5年度 

純資産合計÷資産合計 83.5 83.8 

 

 

 

 

 

（２）将来世代負担比率（％） 

算 式 令和 4年度 令和 5年度 

地方債残高÷有形・無形固定資産合計 13.7 14.2 

 

 

 

３．持続可能性（財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）） 

 

（１）住民一人当たり負債額（千円/人） 

算 式 令和 4年度 令和 5年度 

負債合計÷住民基本台帳人口（1/1 現在） 1,208.3 1,154.5 

 

 

     （H28 類団平均 58.3） 

 

 

  

・資産全体に占める将来返済の必要がない財源で賄われた額の割合。 

・将来世代の負担が少ない資産をどの程度保有しているか（世代間の公平性）を示す。 

・純資産の増加は、過去及び現世代の負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積し

たことを意味する一方、純資産の減少は、将来世代が利用可能な資源を過去及び現世

代が消費して便益を享受していると捉えることができる。 

 

・社会資本形成分である有形・無形固定資産と、将来世代負担となる地方債残高を比較

することで、社会資本形成における世代間負担の状況を示す。 

 

・将来世代に残る負債がどのくらいあるかを示す。 

・団体ごとの財政規模が異なるため、単純に金額のみで比較することには留意が必要で

あるが、住民一人当たり資産額と同様にわかりやすい指標となる。 
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（２）基礎的財政収支（プライマリーバランス）（千円） 

算 式 令和 4年度 令和 5年度 

業務活動収支（支払利息支出を除く）＋投資活動収支 623,000 833,000 

 

 

 

 

 

４．効率性（行政サービスは効率的に提供されているか） 

 

（１）住民一人当たり純行政コスト（千円/人） 

算 式 平成4年度 令和5年度 

純行政コスト÷住民基本台帳人口（1/1 現在） (10,767 人)  (10,559 人)  

純行政コスト 803.4 865.8 

純経常行政コスト 817.6 865.8 

 

 

 

  

・地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランスを

示す指標となり、当該バランスが均衡している場合、経済成長率が長期金利を下回ら

ない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営が実現で

きている。 

・国と地方の基礎的財政収支を一概に比較すべきでない点には留意が必要。 

・行政活動の効率性を示す。 

・類似団体と比較する場合、コスト発生の要因（経常的に発生するものか、特殊事情に

より臨時的に発生するものか）を考慮し、経常的なコスト（純経常行政コスト）に着

目することも有用である。 
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（２）住民一人当たり性質別行政コスト（千円/人） 

算 式 令和 4年度 令和 5年度 

性質別行政コスト÷住民基本台帳人口（1/1 現在） (10,767 人)  (10,559 人)  

人件費 115.8 121.2 

物件費等 443.1 220.6 

その他の業務費用 7.3 6.3 

補助金 203.1 204.6 

社会保障給付 55.9 58.3 

他会計への繰出金 35.4 39.4 

その他 6.0 6.1 

 

 

 

５．自律性（歳入はどのくらい税金等でまかなわれているか 

（受益者の負担の水準はどうなっているか）） 

 

（１）受益者負担比率（％） 

算 式 令和 4年度 令和 5年度 

経常収益÷経常費用 4.9 3.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

・性質別（人件費、物件費等）の行政コストを経年比較し増減分析することにより、効

率性の度合いを示す。 

・行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担

の金額を表すため、これを経常費用と比較することにより、行政サービス提供に対す

る直接的な負担の割合を示す。 

・ただし、経常収益には、退職手当引当金戻入益のような、受益者負担の金額とは言え

ないものも含まれる場合があるため、留意が必要。 
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（単位：百万円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 73,438 固定負債 10,818

有形固定資産 64,964 地方債 10,496

事業用資産 19,268 長期未払金 -

土地 9,319 退職手当引当金 221

立木竹 - 損失補償等引当金 -

建物 27,061 その他 101

建物減価償却累計額 △18,264 流動負債 1,373

工作物 2,867 1年内償還予定地方債 1,265

工作物減価償却累計額 △1,823 未払金 -

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 -

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 77

航空機 - 預り金 12

航空機減価償却累計額 - その他 20

その他 - 12,191

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 107 固定資産等形成分 75,352

インフラ資産 44,741 余剰分（不足分） △11,929

土地 196

建物 1

建物減価償却累計額 △0

工作物 73,189

工作物減価償却累計額 △28,648

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 3

物品 2,727

物品減価償却累計額 △1,772

無形固定資産 35

ソフトウェア 35

その他 -

投資その他の資産 8,440

投資及び出資金 6,684

有価証券 2

出資金 72

その他 6,611

投資損失引当金 △1,059

長期延滞債権 97

長期貸付金 197

基金 2,544

減債基金 35

その他 2,510

その他 -

徴収不能引当金 △25

流動資産 2,177

現金預金 245

未収金 18

短期貸付金 -

基金 1,914

財政調整基金 1,901

減債基金 13

棚卸資産 0

その他 -
徴収不能引当金 △1 63,423

75,615 75,615

【様式第１号】

一般会計等貸借対照表
（令和６年３月31日現在）

科目 科目

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計
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（単位：百万円）

金額

経常費用 9,515

業務費用 6,256

人件費 1,497 　

職員給与費 949

賞与等引当金繰入額 77

退職手当引当金繰入額 216

その他 254

物件費等 4,690

物件費 1,863

維持補修費 478

減価償却費 2,350

その他 -

その他の業務費用 69

支払利息 42

徴収不能引当金繰入額 1

その他 25

移転費用 3,259

補助金等 2,161

社会保障給付 616

他会計への繰出金 417

その他 65

経常収益 373

使用料及び手数料 146

その他 227

純経常行政コスト 9,142

臨時損失 -

災害復旧事業費 -

資産除売却損 -

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 0

資産売却益 0

その他 -

純行政コスト 9,142

【様式第２号】

一般会計等行政コスト計算書
自　　令和５年４月 １日
至　　令和６年３月31日

科目
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（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 64,846 77,298 △12,452

純行政コスト（△） △9,142 △9,142

財源 7,716 7,716

税収等 6,273 6,273

国県等補助金 1,444 1,444

本年度差額 △1,426 △1,426

固定資産等の変動（内部変動） △1,949 1,949

有形固定資産等の増加 352 △352

有形固定資産等の減少 △2,360 2,360

貸付金・基金等の増加 429 △429

貸付金・基金等の減少 △371 371

資産評価差額 - -

無償所管換等 3 3

その他 - - -

本年度純資産変動額 △1,422 △1,946 523

本年度末純資産残高 63,423 75,352 △11,929

【様式第３号】

一般会計等純資産変動計算書
自　　令和５年４月 １日
至　　令和６年３月31日

科目 合計
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 6,936

業務費用支出 3,677
人件費支出 1,280
物件費等支出 2,330
支払利息支出 42
その他の支出 25

移転費用支出 3,259
補助金等支出 2,161
社会保障給付支出 616
他会計への繰出支出 417
その他の支出 65

業務収入 8,060
税収等収入 6,265
国県等補助金収入 1,424
使用料及び手数料収入 146
その他の収入 225

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 1,124
【投資活動収支】

投資活動支出 671
公共施設等整備費支出 257
基金積立金支出 264
投資及び出資金支出 143
貸付金支出 7
その他の支出 -

投資活動収入 380
国県等補助金収入 19
基金取崩収入 361
貸付金元金回収収入 0
資産売却収入 0
その他の収入 -

投資活動収支 △291
【財務活動収支】

財務活動支出 1,226
地方債償還支出 1,221
その他の支出 6

財務活動収入 365
地方債発行収入 365
その他の収入 -

財務活動収支 △861
△28
234
206

前年度末歳計外現金残高 58
本年度歳計外現金増減額 △19
本年度末歳計外現金残高 39
本年度末現金預金残高 245

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

【様式第４号】

一般会計等資金収支計算書
自　　令和５年４月 １日
至　　令和６年３月31日

科目 金額
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